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（証券コード９３５３）
2018 年 ６ 月 ７ 日

株 主 各 位
　

大阪市此花区梅町一丁目１番11号

櫻 島 埠 頭 株 式 会 社
　

代表取締役社長 平 井 正 博
　

第76回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第76回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株
主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2018年６月
26日（火曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 2018年６月27日（水曜日）午前10時
2. 場 所 大阪市福島区福島五丁目６番16号

ホテル阪神 10階 クリスタルルーム
開催場所が昨年と異なりますので、末尾に記載の「株主総会会場ご案内略図」をご参照
のうえ、お間違えのないようご来場ください。

3. 目的事項
報告事項 1.第76期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2.第76期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 株式併合の件
第３号議案 定款一部変更の件
第４号議案 取締役５名選任の件
第５号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。
◎法令及び当社定款第14条の規定に基づき、連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につき
ましては、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.sakurajima-futo.co.jp/）に掲載して
おりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
　なお、本招集ご通知の添付書類に記載しております連結計算書類及び計算書類は、会計監査人及び監査
役が会計監査報告及び監査報告の作成に際して監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット
上の当社ウェブサイト（http://www.sakurajima-futo.co.jp/）に掲載させていただきます。

事業報告書 2018年05月23日 15時27分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



知
通
ご
集
招

告
報
業
事

類
書
算
計
結
連

類
書
算
計

書
告
報
査
監

類
書
考
参
会
総
主
株

― 3 ―

株主総会参考書類
　
議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件
期末配当に関する事項
当社は、安定的な配当を継続することを利益配分の基本方針とし、経営の安定性と財務体質の維持、強
化を重視する観点から、内部留保の水準と当期純利益の見通しを考慮して配当金額を決定しております。
第76期の剰余金の配当につきましては、上記方針に基づき、次年度以降の業務環境の動向、財務状況

等を総合的に勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき１円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は15,014,903円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2018年６月28日といたしたいと存じます。
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第２号議案 株式併合の件
　 １．株式併合を必要とする理由

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、2018年10月１日までにすべて
の国内上場会社の普通株式の売買単位（単元株式数）を100株に統一することを目指しております。
当社は、東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社普通株式の売買単位を現在
の1,000株から100株に変更することとし、併せて、東京証券取引所が望ましいとする投資単位の水準
を維持するため、株式併合を実施いたしたいと存じます。

　
　 ２．株式併合の割合

当社普通株式について、10株を１株に併合いたしたいと存じます。
なお、株式併合の結果、所有株式の数に１株に満たない端株が生じる株主の皆様に対しては、会社法
の定めに基づき、すべての端数株式を一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主様に対して、
端数の割合に応じて分配いたしたいと存じます。

　 ３．株式併合の効力発生日
2018年10月１日

　 ４．効力発生日における発行可能株式総数
4,000,000株
（注）株式併合の割合にあわせて、当社の発行可能株式総数を現行の10分の１に変更するものであります。

　 ５．その他
本議案に係る株式併合は、第３号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されることを条件
といたします。
その他手続上必要な事項につきましては、取締役会にご一任願いたいと存じます。
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第３号議案 定款一部変更の件
　１．提案の理由

第２号議案「株式併合の件」が原案どおり承認可決されることを条件として、現行定款第６条（発行
可能株式総数および単元株式数）の変更を行うものであります。
なお、本変更につきましては、第２号議案「株式併合の件」における株式の併合の効力発生日である
2018年10月１日をもって効力が生じる旨の附則を設け、同日をもって附則を削除するものといたしま
す。

　２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

　 （下線は変更部分を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第２章 株 式

（発行可能株式総数および単元株式数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は、4,000

万株とする。
２. 当会社の単元株式数は、1,000株とす
る。

（新 設）

第２章 株 式

（発行可能株式総数および単元株式数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は、400万

株とする。
２. 当会社の単元株式数は、100株とする。

附則 第６条の変更は、2018年10月１日を
もって効力を生じるものとし、本附則
は効力発生日をもってこれを削除する。

事業報告書 2018年05月23日 15時27分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 6 ―

第４号議案 取締役５名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役全員（４名）は任期満了となります。つきましては、経営体制の一層
の強化を図るため、取締役を１名増員し、取締役５名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

1

平 井 正 博
ひ ら い ま さ ひ ろ

（1953年１月３日生）

再任

1976 年４月 株式会社日本長期信用銀行入行
1999 年４月 同行東京支店営業第四部長
2000 年６月 株式会社新生銀行東京支店営業第一部長
2001 年２月 同行首都圏営業部長
2001 年７月 同行営業第八部長
2002 年４月 同行名古屋支店長
2004 年４月 新生セールスファイナンス株式会社（現 株式会社ア

プラス）代表取締役社長
2006 年４月 昭和オートレンタリース株式会社代表取締役副社長
2008 年10月 同社専務取締役
2010 年４月 日本カーソリューションズ株式会社

執行役員営業企画部長
2013 年６月 イノベーショナルプランニングズ株式会社代表取締役

（現在に至る）
2014 年６月 当社社外取締役
2015 年６月 当社代表取締役社長 経営企画部担当
2016 年６月 当社代表取締役社長執行役員 経営企画部担当
2017 年６月 当社代表取締役社長執行役員 経営企画部・営業部・

業務部・ファシリティ強化事業部担当（現在に至る）

12,000株

【取締役候補者とした理由】
　平井正博氏を取締役の候補者とした理由は、金融機関等で培われた豊富な経験と高い見識に基づいた優れた経営能力をも
とに、引き続き取締役として当社グループの事業戦略を統括し、当社グループの持続的な成長と企業価値の向上の実現を図
るとともに、グループ全体の監督を適切に行うことができるものと判断したためであります。

2

増 田 康 正
ま す だ や す ま さ

（1956年12月５日生）

再任

1981 年４月 当社入社
2006 年10月 当社総務ユニットマネージャー
2011 年６月 当社取締役 総務部担当
2016 年６月 当社取締役常務執行役員 総務部担当（現在に至る）

62,500株

【取締役候補者とした理由】
　増田康正氏を取締役の候補者とした理由は、総務部門を中心とした豊富な業務経験をもとに、引き続き取締役として管理
部門の機能強化を通じて、当社グループの持続的な成長と企業価値の向上の実現を図るとともに、グループ全体の監督を適
切に行うことができるものと判断したためであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

3

佐 藤 禎 広
さ と う よ し ひ ろ

（1962年５月２日生）

新任

2014 年10月 当社入社
2015 年７ 月 当社経営企画ユニットマネージャー
2015 年12月 当社経営企画ユニットマネージャー兼営業本部物流倉

庫ユニットマネージャー
2016 年２ 月 当社経営企画部長
2016 年６ 月 当社執行役員経営企画部長兼営業・業務統括部長
2017 年２ 月 当社執行役員経営企画部長兼営業・業務統括部長兼フ

ァシリティ強化事業部長（現在に至る）

0株

【取締役候補者とした理由】
　佐藤禎広氏を取締役の候補者とした理由は、入社以来、経営企画部門の責任者として中心的な役割を担うとともに、現在
では営業部門、業務部門及びファシリティ強化事業部門も統括していることから、多岐にわたる知識と高い見識を有してお
り、その知識・見識が当社グループの持続的な成長と企業価値の向上の実現に活かされるものと判断したためであります。

4

五 十 嵐 英 男
い が ら し ひ で お

（1944年１月30日生）

再任

1969 年４月 大阪市入庁
1994 年４月 大阪市港湾局臨海部開発計画担当部長
1998 年４月 同局企画振興部長
2000 年４月 財団法人大阪港埠頭公社理事
2002 年４月 大阪市港湾局長
2004 年３月 大阪市退職
2005 年７月 財団法人大阪港開発技術協会理事長
2006 年６月 財団法人大阪国際交流センター（現 公益財団法人大

阪国際交流センター）理事長
2009 年６月 同センター理事長退任
2010 年６月 大阪港振興協会（現 公益社団法人大阪港振興協会）

会長
2013 年６月 同協会会長退任
2016 年６月 当社社外取締役（現在に至る）
2017 年３月 大阪港タグセンター事業協同組合理事
2017 年５月 同組合理事長（現在に至る）

（重要な兼職の状況）
大阪港タグセンター事業協同組合理事長

0株

【社外取締役候補者とした理由】
　五十嵐英男氏を社外取締役の候補者とした理由は、行政等に係わり培われた豊富な経験、知識等を当社の経営に活かして
いただくためであります。同氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、それらの経験・知識等に基づく幅広い
見地から、当社の経営に対する的確な助言、独立の立場からの監督機能の発揮などにより、社外取締役としての職務を適切
に遂行いただいていることから、当社の社外取締役として適任であると判断しております。なお、同氏は大阪港タグセンタ
ー事業協同組合の理事長であります。また、同組合との間にはタグボートの使用に係る営業取引があり、当事業年度におけ
る取引金額は1,522千円でありますが、同組合と当社の間には資本関係はありません。また、過去において当社が事業用地
を賃借している大阪市港湾局の局長を務めておりましたが、2004年に退職しており、大阪市港湾局との関係はなく、独立
性を有しているものと認識しております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

5

種 村 泰 一
た ね む ら や す ひ と

（1962年11月７日生）

新任

1991 年４月 大阪弁護士会弁護士登録 中之島中央法律事務所入所
2016 年４月 大阪弁護士会副会長
2017 年４月 枚方市人事行政制度調査審議会副会長（現在に至る）

0株

【社外取締役候補者とした理由】
　種村泰一氏を社外取締役の候補者とした理由は、法律の専門家としての経験・知識等を経営に活かしていただくためであ
ります。同氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、それらの経験・知識等に基づく幅広い見地から、当社の
経営に対する的確な助言、独立の立場からの監督機能の発揮などにより、社外取締役としての職務を適切に遂行いただける
ものと判断しております。

　

（注）1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 五十嵐英男氏は社外取締役候補者であり、種村泰一氏は新任の社外取締役候補者であります。なお、当社は両氏を東京証券
取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。また、当社は独自に社外役員の独立性基準を
定めており、両氏はその基準を満たしております。その基準の内容は、9ページに記載のとおりであります。

3. 五十嵐英男氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。

第５号議案 補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いするものであ
ります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

　

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

江 川 忠 利
え が わ た だ と し

（1948年11月２日生）

1967 年４月 大阪市入庁
2008 年３月 大阪市退職
2012 年４月 社団法人大阪港タグセンター（現 大阪港タグセンター事業協

同組合）専務理事（現在に至る）

0株

【補欠の社外監査役候補者とした理由】
　江川忠利氏を補欠の社外監査役の候補者とした理由は、行政等で培われた豊富な経験と見識を当社の監査体制に活かしていただく
ためであります。同氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、これまでの経験・知識等に基づく幅広い見地から、当社
の経営に対する的確な助言、独立の立場からの監督機能の発揮などにより、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと
判断しております。

　

（注）1. 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 江川忠利氏は、補欠の社外監査役候補者であります。なお、当社は同氏が社外監査役として選任される場合、東京証券取引
所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定です。また、当社は独自に社外役員の独立性基準を定め
ており、同氏はその基準を満たしております。その基準の内容は、9ページに記載のとおりであります。

以 上
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（ご参考）
社外役員の独立性基準

　
当社は、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件に加え、以下の①～⑩に該当した場合は、独立性

を有しないものとみなす。
　

①当社及び当社の子会社(以下、「当社グループ」という)の業務執行者(注１)
②当社グループの主要な取引先(注２)(当該取引先が法人等の団体である場合は、その業務執行者)
③当社グループの主要な借入先(注３)(借入先が法人等の団体である場合は、その業務執行者)
④当社の総議決権の10％以上の議決権を保有する個人株主、または、当社を子会社もしくは関連会社(注４)と
する法人株主の業務執行者
⑤当社グループから役員報酬以外に多額の(注５)金銭その他の財産上の利益を得ているコンサルタント、弁護
士、公認会計士等の専門的サービスを提供する者(サービスを提供する者が法人等の団体である場合は、その
業務執行者)
⑥当社グループより、多額の(注５)寄附または助成を受けている者(当該関係を有する者が法人等の団体である
場合は、その業務執行者)
⑦当社グループの会計監査人である監査法人に所属する公認会計士
⑧上記②～⑦に最近５年間において該当していた者
⑨上記①～⑦に該当する者が重要な者(注６)である場合において、その者の配偶者または二親等以内の親族
⑩当社の社外役員としての任期が８年を超える者
上記の①～⑨に該当する者であっても、取締役会がその独立性を判断した結果、独立役員として相応しいと

判断すれば、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件に抵触しない限り、その者を独立役員として選
任することができる。
ただし、この場合において取締役会はその判断に至った理由について説明を行わなければならない。

　
(注１)業務執行者とは、法人その他の団体の取締役、執行役、執行役員、業務を執行する社員、理事、その他

これらに準じる者をいう。
(注２)主要な取引先とは、当社グループが事業活動を提供する顧客、または当社グループが作業や修理などを

委託する外注先であって、その年間取引金額が当社グループまたは相手方の直近事業年度における連結
売上高の２％以上のものをいう。

(注３)当社グループの主要な借入先とは、直近事業年度における当社グループの連結総資産の２％以上の額を
当社グループに融資しているものをいう。

(注４)関連会社とは、法人株主の最近事業年度に係る有価証券報告書の「関係会社の状況」等の項目またはそ
の他の法人株主が一般に公表する資料において、関連会社として記載している会社をいう。

(注５)多額とは、１事業年度当たり1,000万円を超える金額をいう。
(注６)重要な者とは、取締役(社外取締役を除く)、監査役(社外監査役を除く)、執行役員及び部長格以上の上級

管理職にある使用人をいう。
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添 付 書 類
事 業 報 告
（ 2017

2018
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　
1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度のわが国経済は、世界景気の回復局面が継続していることから、雇用環境は良好となり、
設備投資も底堅く推移しました。しかし、米国の保護主義に端を発する貿易戦争のリスクや国際政治の先行
き不透明さにより、今後のわが国の経済についても見通し難い状況にあります。
このような情勢のもと、当社グループは、2017年4月より中期経営計画「Innovation & Progress for

2019」をスタートし、高付加価値事業の実現、原価構造の改革によるコスト削減、既存機能の活性化など
の事業戦略に取り組みました。また、より質の高い物流サービスを提案するとともに、お客様ニーズにフレ
キシブルに対応する一方、大阪港の特殊物資港区に位置する当社の優位性をセールスポイントに、新規のお
客様や新規貨物の誘致勧誘を行うなどの時宜に合う積極的な営業活動を展開しました。
この結果、当連結会計年度の売上高は、42億8千4百万円となり、前連結会計年度に比べ1億5千4百万円、
3.7％の増収となりました。
売上原価は、化学品センター稼働に伴う労務費や隣接地を借り受けたことによる借地料が増加したことな
どにより、37億9千3百万円となり、前連結会計年度に比べ1億1千3百万円、3.1％増加しました。一方、販
売費及び一般管理費につきましては、4億2千7百万円となり、前連結会計年度に比べ1千1百万円、2.5％の
減少となりました。
以上により、当連結会計年度の営業利益は、6千3百万円となり、前連結会計年度に比べ5千1百万円の増
益となりました。経常利益は、受取配当金などの営業外収益を得たことなどから1億2千3百万円となり、前
連結会計年度に比べ6千9百万円の増益となりました。
親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、当連結会計年度の課税所得が確実に見込まれること及
び将来の業績動向を勘案し、繰延税金資産を計上した影響により1億4千1百万円となり、前連結会計年度に
比べ1億3千4百万円の増益となりました。
　
　セグメント別の営業の概況は、次のとおりです。

　
（ばら貨物セグメント）
大型クレーンを使用する荷役業務は、石炭の取扱数量が若干減少したことなどにより、総荷役数量は300

万トンと、前連結会計年度に比べ1.4％の減少となりましたが、原料用コークスやイルメナイトの荷動きが
好調に推移したことから、荷役業務の売上高は9億2千7百万円となり、前連結会計年度に比べ2.5％の増収
となりました。
一方、海上運送業務につきましては、内航船運送における石炭の取扱数量の減少が影響し、売上高は5億1
千2百万円と、前連結会計年度に比べ6.5％の減収となりました。
保管業務につきましても、石炭の減少による影響はなかったものの、燃料用コークスなどの取扱数量が減
少したことなどにより、売上高は3億1千5百万円となり、前連結会計年度に比べ5.9％の減収となりました。
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その他の業務につきましては、原料用コークスの陸上運送の取扱数量が増加したことにより、売上高は5
億6千7百万円と、前連結会計年度に比べ10.4％の増収となりました。
以上により、ばら貨物セグメントの売上高は23億2千3百万円となり、前連結会計年度に比べ2千万円、
0.9％の増収となりました。

（液体貨物セグメント）
石油類につきましては、白油の荷動きは好調であったものの、重油の荷動きが下半期より低調となったこ
となどが影響し、総じて燃料用石油タンクの取扱量が減少し、減収となりました。一方、工業用原料油は、
堅調な荷動きを維持したほか、新規貨物の受注や契約満了に伴う特殊作業を実施したことも寄与し、増収と
なりました。この結果、売上高は7億2千8百万円と、前連結会計年度に比べ3千万円、4.4％の増収となりま
した。
化学品類につきましては、総じて荷動きが好調に推移しました。特に、酢酸の取扱数量が増加したことや
新規貨物を誘致したことが貢献し、売上高は2億6千4百万円と、前連結会計年度に比べ5千2百万円、24.4
％の増収となりました。
以上により、液体貨物セグメントの売上高は9億9千3百万円となり、前連結会計年度に比べ8千2百万円、
9.1％の増収となりました。

（物流倉庫セグメント）
化学品センターにつきましては、前連結会計年度末に開業し、当連結会計年度は通期にわたり稼働したこ
とから、売上高は9千9百万円と、前連結会計年度に比べ7千8百万円の増収となりました。
低温倉庫につきましては、売上高は5億8千5百万円と、前連結会計年度に比べ2百万円、0.5％の減収とな
りました。
冷蔵倉庫につきましては、取扱数量が減少したことにより、売上高は1億8千万円と、前連結会計年度に比

べ2千4百万円、12.0％の減収となりました。
食材加工施設につきましては、売上高は8千万円と、前連結会計年度と同額となりました。
以上により、物流倉庫セグメントの売上高は9億4千5百万円となり、前連結会計年度に比べ5千1百万円、
5.7％の増収となりました。

　
（その他のセグメント）
売電事業によるその他セグメントの売上高は2千1百万円となり、前連結会計年度並みとなりました。
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（2）設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資額は２億６千８百万円であり、その主なものは、ばら貨物セグメントにおける
貨物保管用地拡大に対する投資を行い、その総額は１億６千１百万円であります。

（3）資金調達の状況
　当連結会計年度において、長期運転資金２億５千万円を金融機関より借入れております。

（4）対処すべき課題
当社グループは、将来のいかなる環境においても生き残る企業となるため、当期より3ヵ年の中期経営計
画「Innovation & Progress for 2019」をスタートさせました。2020年3月期（2019年度）までの3年
間を、強靭な企業体力を構築するための最初のステージとして位置づけており、その施策として高付加価値
事業の実現、原価構造の改革によるコスト削減、既存機能の活性化などの事業戦略を掲げております。
中期経営計画の1年目となる当期は、この戦略のもと、お客様のご要望を的確に反映するサービスを提案

できるように、営業部門と業務部門とを統括する責任者を配置し、両部門の連携の一層の強化を図りまし
た。また、IT技術を活用した設備による予測型・省力型の作業オペレーションを実現するために、IT部門と
設備管理部門を一体化する体制を取り入れました。そして、化学品・化成品などの素材や高機能樹脂原材料
をターゲット貨物と捉え、全社を挙げて誘致に必要な設備投資について検討を重ねました。
2年目となる来期については、こういった改革の成果を実現する期間であると考えております。しかしな
がら、その実現に当たり、設備更新費用の増加等により業績が一時的に低下する局面も予想されますが、中
期経営計画に基づく事業戦略を着実に実行していくことが最も肝要であり、いずれ成果に結びつくものと考
えております。
なお、当期の業績につきましては、下記のとおり、中期経営計画の1年目の経営目標をほぼ達成いたしま
した。
また、コンプライアンス意識向上や安全強化等に向けた社員教育の充実、内部統制や社員の行動基準等の
自主監査の充実、安全衛生の確保などを通じて社会的責任の向上については、引き続き取り組んでまいる所
存です。

2017年度計画 2017年度実績 2019年度計画（最終目標）

売 上 高 4,300百万円 4,284百万円 4,600百万円

営 業 利 益 40百万円 63百万円 135百万円

営 業 利 益 率 1.0％ 1.5％ 3.0％
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（5）財産及び損益の状況の推移
①企業集団の財産及び損益の状況

　

区 分 第 73 期
（2015年３月期）

第 74 期
（2016年３月期）

第 75 期
（2017年３月期）

第 76 期
（当連結会計年度）
（2018年３月期）

売 上 高 4,673百万円 4,464百万円 4,129百万円 4,284百万円

経 常 利 益 106百万円 132百万円 54百万円 123百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 83百万円 155百万円 7百万円 141百万円

１株当たり当期純利益 5円56銭 10円38銭 0円51銭 9円45銭

総 資 産 6,145百万円 5,440百万円 6,043百万円 6,261百万円

純 資 産 3,639百万円 3,484百万円 3,748百万円 3,947百万円

②当社の財産及び損益の状況
　

区 分 第 73 期
（2015年３月期）

第 74 期
（2016年３月期）

第 75 期
（2017年３月期）

第 76 期
（当事業年度）
（2018年３月期）

売 上 高 4,473百万円 4,268百万円 3,954百万円 4,095百万円

経 常 利 益 121百万円 135百万円 59百万円 109百万円

当 期 純 利 益 99百万円 156百万円 12百万円 125百万円

１株当たり当期純利益 6円60銭 10円43銭 ０円81銭 8円33銭

総 資 産 6,108百万円 5,416百万円 6,033百万円 6,226百万円

純 資 産 3,655百万円 3,500百万円 3,769百万円 3,952百万円
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（6）重要な親会社及び子会社の状況等
① 親会社の状況
当社は親会社を有しておりません。

② 重要な子会社の状況
　

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

浪花建設運輸株式会社 40百万円 100％ 陸上貨物自動車運送業

③ 重要な企業結合の状況
埠頭ジャスタック株式会社は当社の議決権の19.4％を所有しております（外に同社の緊密な者又は同意
している者の所有割合が9.0％あります）。当社は、同社を業務内容に精通した会社として船内荷役並び
に構内作業等の業務の委託及び設備修理等の工事の発注を行っております。

④ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

　
（7）主要な事業内容（2018年３月31日現在）

港湾運送事業、倉庫業、陸上貨物自動車運送業、貨物利用運送業、売電事業
　
（8）主要な事業所（2018年３月31日現在）
①当社

　

名称 所在地 名称 所在地

本 社 大 阪 市 此 花 区 石 油 埠 頭 大 阪 市 此 花 区

東 京 営 業 所 東 京 都 中 央 区 梅 町 油 槽 所 大 阪 市 此 花 区

ば ら 貨 物 埠 頭 大 阪 市 此 花 区 物 流 倉 庫 大 阪 市 此 花 区

②子会社
会社名 名称 所在地

浪 花 建 設 運 輸 株 式 会 社 本 社 大 阪 市 大 正 区
　

事業報告書 2018年05月23日 15時27分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



知
通
ご
集
招

告
報
業
事

類
書
算
計
結
連

類
書
算
計

書
告
報
査
監

類
書
考
参
会
総
主
株

― 15 ―

（9） 従業員の状況（2018年３月31日現在）
①企業集団の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

80名 △2名
（注） 従業員数は就業人員数であります。なお、使用人兼務役員を含んでおりますが、臨時雇用者数は含んでおりません。

②当社の状況
従業員数（前期末比増減） 平均年齢 平均勤続年数

62（△2）名 46.0歳 18.8年
　

（注） 従業員数は就業人員数であります。なお、臨時雇用者数は含んでおりません。

　
（10）主要な借入先（2018年３月31日現在）

借 入 先 借入金残高

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 219百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 204

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 195

株 式 会 社 り そ な 銀 行 132

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 126

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 105

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項（2018年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 40,000,000株
（2）発行済株式の総数 15,400,000株（自己株式385,097株を含む。）
（3）株 主 数 1,258名
（4）大 株 主

　

株 主 名 持 株 数 持株比率

埠 頭 ジ ャ ス タ ッ ク 株 式 会 社 2,899千株 19.3％

株 式 会 社 ニ ヤ ク コ ー ポ レ ー シ ョ ン 2,336 15.6

原 徹 1,094 7.3

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 769 5.1

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 444 3.0

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 384 2.6

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 384 2.6

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 308 2.1

丸 協 産 業 株 式 会 社 252 1.7

株 式 会 社 大 水 250 1.7
（注） 持株比率は発行済株式の総数から自己株式を除く15,014,903株により算出しており、総議決権数14,969個により算出

する議決権比率とは値が異なる場合があります。

3. 会社の新株予約権等に関する事項（2018年３月31日現在）
　該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（2018年３月31日現在）

　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長執行役員 平 井 正 博 経営企画部・営業部・業務部・ファシリティ強化事業部担当

取締役常務執行役員 増 田 康 正 総 務 部 担 当

取 締 役 鈴 木 弘 志 株式会社ニヤクコーポレーション取締役
ニヤクトレーディング株式会社代表取締役

取 締 役 五 十 嵐 英 男 大阪港タグセンター事業協同組合理事長

常 勤 監 査 役 葛 原 史 朗

監 査 役 鹿 島 文 行 ＤＢＪキャピタル株式会社代表取締役社長
ＤＢＪ投資アドバイザリー株式会社代表取締役会長

監 査 役 遠 藤 眞 廣 遠 藤 公 認 会 計 士 事 務 所 所 長
　

（注）1. 取締役 鈴木弘志氏及び五十嵐英男氏は社外取締役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員としての届出を
行っております。

2. 監査役 鹿島文行氏及び遠藤眞廣氏は社外監査役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員としての届出を行
っております。

3. 監査役 鹿島文行氏は金融機関での理事及び事業会社での経理担当取締役としての豊富な経験を有しており、監査役
遠藤眞廣氏は公認会計士・税理士の資格を有しております。両氏とも財務及び会計に関する相当程度の知見を有する
ものであります。

（ご参考）
取締役以外の執行役員は、以下のとおりであります。

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

執 行 役 員 佐 藤 禎 広 経営企画部長 兼 営業・業務統括部長 兼 ファシリティ強化事業部長

（2）当事業年度中の取締役及び監査役の異動
2017年６月29日開催の第75回定時株主総会終結の時をもって、取締役 林正登氏が任期満了により、退

任いたしました。
　
（3）責任限定契約の内容の概要

会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を法令が定める額を限度とす
る契約を締結できる旨を定款に定めております。なお、当該契約は締結しておりません。
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（4）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係（2018年３月31日現在）
社外取締役鈴木弘志氏は株式会社ニヤクコーポレーションの取締役及びニヤクトレーディング株式会社
の代表取締役であります。なお、株式会社ニヤクコーポレーションは当社の株式2,336千株（持株比率
15.6％）を保有しておりますが、同社との間に取引関係はありません。また、当社とニヤクトレーディン
グ株式会社の間には、資本関係及び取引関係はありません。
社外取締役五十嵐英男氏は大阪港タグセンター事業協同組合の理事長であります。なお、同組合との間

にはタグボートの使用に係る営業取引があり、当事業年度における取引金額は1,522千円であります。ま
た、同組合と当社の間には資本関係はありません。
社外監査役鹿島文行氏はＤＢＪキャピタル株式会社の代表取締役社長及びＤＢＪ投資アドバイザリー株
式会社の代表取締役会長であります。なお、ＤＢＪキャピタル株式会社及びＤＢＪ投資アドバイザリー株
式会社と当社の間には、資本関係及び取引関係はありません。
社外監査役遠藤眞廣氏は公認会計士事務所を営んでおります。同事務所と当社の間には取引関係はあり

ません。
　
② 当事業年度における主な活動状況

　

区 分 氏 名 主な活動状況

社外取締役 鈴 木 弘 志
当事業年度に開催された取締役会13回中12回に出席
し、主に企業経営者としての豊富な経験と高い見識に
基づき発言を行っております。

社外取締役 五十嵐 英 男
当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、
行政等に係わり培われた豊富な経験、知識等に基づき
発言を行っております。

社外監査役 鹿 島 文 行
当事業年度に開催された取締役会13回及び監査役会
14回全てに出席し、主に企業経営者としての豊富な経
験と高い見識に基づき発言を行っております。

社外監査役 遠 藤 眞 廣
当事業年度に開催された取締役会13回及び監査役会
14回全てに出席し、主に公認会計士、税理士としての
専門的な知見からの発言を行っております。

（注） 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第22条の規定に基づき、取締役会があったものとみな
す書面決議が１回ありました。
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（5）取締役及び監査役の報酬等の総額

人 数 報酬等の総額

取 締 役 4名 45百万円

監 査 役 3名 23百万円

合 計 7名 69百万円
　

（注）1. 報酬等の総額には役員退職慰労引当金の当事業年度繰入額を含んでおります。
2. 上記のうち、社外役員に対する報酬等の総額は３名13百万円であります。
3. 上記のほか、2017年６月29日開催の定時株主総会決議に基づき、退任取締役1名に対し役員退職慰労金27百万円を

支給しております。なお、当該金額は過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に含めた役員退職慰労引当金の
繰入額及び役員退職慰労引当金の当事業年度引当額の合計額であります。

4. 当事業年度末現在の人員は、取締役4名、監査役3名であります。なお、上記の支給人員には2017年６月29日開催の
第75回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役1名が含まれており、当事業年度末現在においては無報酬の取
締役1名が存在しております。

　
（6）役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬については、取締役社長が、会社の業績や各取締役の職務内容等を勘案し、役位に応じた一
定の額を基準に報酬案を作成し、同案に対する独立社外取締役及び独立社外監査役を構成員とする諮問委員
会の意見等を踏まえて、取締役会の協議により決定しております。監査役の報酬については監査役の協議の
上、決定するものとしております。
また、長期的なインセンティブ付与との考えから、役員の就任期間全体にわたる功労として役員退職慰労

金を支給することとしております。役員退職慰労金については、株主総会において役員退職慰労金規程に基
づく相当額の範囲で、取締役については取締役会、監査役については監査役の協議に一任する旨の承認を得
た上、それぞれ決定するものとしております。
なお、役員報酬については、株主総会において決議した月額報酬限度額の範囲内において決定しておりま

す。
　
5. 会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称 新日本有限責任監査法人
　
（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 21百万円
② 当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 21百万円

　

（注）1. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計
画の内容、職務の遂行状況及び報酬の実績の推移、報酬見積りの算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等
の額につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額
を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。
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（3）非監査業務の内容
　再生可能エネルギー固定価格買取制度の減免申請に関する確認業務

　
（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。また、監査役会は上記の場合のほか、会
計監査人の職務の執行に支障がある場合や適切な監査体制の確保、向上のために会計監査人の変更が妥当で
あると認められる場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い
たします。これらの場合、監査役会が選定した監査役が解任後最初に招集される株主総会におきまして、会
計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　
6. 業務の適正を確保するための体制
当社は業務の適正を確保するための体制の整備について取締役会において決議しております。その概要及び
運用状況は以下のとおりであります。
　
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役は、原則月１回開催する取締役会のほか、原則週１回開催する経営会議において、取締役会規程及
び経営会議規程に基づき重要な業務執行に関する事項の審議・決定と重要事項に関する報告を行う。また、
各担当取締役は、業務が法令・定款その他諸規則に従い適法かつ適切であるかどうかを判断し執行する。
監査役は、取締役から担当業務に関する情報を適宜聴取するとともに、取締役会及び経営会議に出席しそ
の業務が適法かつ適正かを監査し、必要に応じて意見を述べる。

　
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役は、当社の「文書管理規程」に従い取締役の職務執行に係る文書・電磁的記録の保存及び管理を行
い、他の取締役及び監査役からの文書の閲覧要請に備える。

　
（3）当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

各部の所管業務に付随するリスク管理は、当該担当部が行うとともに、防災、環境等の各個別委員会（以
下、個別委員会という。）が、当該委員会所管業務のリスク管理を横断的に行う。
子会社の業務に付随するリスク管理については、管轄する営業部が子会社の社長とともに行う。子会社を
含む企業集団の総合的リスク管理に関しては、代表取締役社長を委員長とする「リスク管理とコンプライア
ンスに関する委員会」（以下、ＲＣ委員会という。）が行う。ＲＣ委員会は、定期に開催され、監査役も出席
し、必要に応じて意見を述べる。
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（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
各部及び各個別委員会の職務の職掌、権限を明確にし、情報処理の効率化と情報の社内共有化を促進し、

コンプライアンスに留意しつつ、経営目標の使用人への浸透を図りその達成に向け職務執行の効率性確保に
継続して努力する。

　
（5）使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

代表取締役社長は、コンプライアンス・ポリシーを表明し、使用人に対し明確な行動基準を示す。
各部・各個別委員会は、その所管業務に付随するコンプライアンス管理（教育を含む。）を行う。ＲＣ委
員会は、全社的管理を行う。また、ＲＣ委員会の統括のもと、内部監査室がコンプライアンスに関する内部
監査機能を担う。
また、内部通報制度を設ける。

　
（6）当社及び子会社における業務の適正を確保するための体制

子会社の業務の執行については、その自律性を尊重しつつも、当該子会社を管轄する営業部と総務部が
「子会社等管理規程」に基づき適切に管理する。営業部と総務部は、定期に子会社の経営内容に係る情報を
収集し検証を行う。両部の担当取締役は、その結果を取締役会へ報告する。子会社に係る承認事項について
は、営業部が子会社とともに検討し、経営会議または稟議書により代表取締役社長の決裁を受ける。また、
監査役及び内部監査室は、必要に応じて子会社の業務監査または会計監査を実施し適法性について監査す
る。代表取締役社長は、当社のコンプライアンス・ポリシーと行動基準を子会社と協力会社に対し明確に示
す。

　
（7）当社及び子会社の取締役及び使用人の監査役への報告体制その他監査役への報告に関する体制及び監査役

監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたとき
は、速やかに適切な報告を行う。また、法令等の違反行為や、当社または子会社に著しい損害を及ぼすおそ
れのある重要事実などを発見した場合は、内部通報制度等によりその内容を監査役に伝達しなければならな
い。なお、当該通報をしたことを理由として、会社は通報者に対し不利益な取扱いを行うことを禁止する。
また、監査役は、職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、会社の費用負担で独自に外部専門家
（公認会計士、弁護士等）に助言を求めることや、調査、鑑定その他の事務を委託することができる。

　
（8）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該

使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役の要請がある場合には、監査役の職務を補助すべき使用人を任命し、当該使用人に対する指揮命令
権は監査役会に属する。当該使用人の異動、評価等を行う場合は、予め監査役会の承認を求めなければなら
ない。

　
（9）反社会的勢力排除に向けた体制

コンプライアンス・ポリシーと行動基準に、反社会的勢力からの取引や金銭の要求には毅然と対応し、一
切関係を持たない旨を明記するとともに、社内研修等を通じて周知徹底を図る。また、総務部が中心とな
り、外部の専門機関と連携して情報の収集、交換を行うなど反社会的勢力排除に向けた体制を整備する。
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（10）業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社ではコンプライアンス・ポリシーと行動基準をホームページ及び社内イントラに掲示するなどし、当
社グループ内への周知を図っております。また、その遵守状況については内部監査室による内部監査の際に
評価を行っており、法令及び定款違反の発生または発生する恐れが認められる場合には、厳正な調査等を実
施して、再発防止を図ってまいります。
職務の執行に際しては、当事業年度において取締役会は13回、経営会議は51回開催され、取締役会規程
及び経営会議規程に基づき重要な業務執行に係る審議・決定と報告が行われました。使用人に対しては経営
会議の審議、報告内容を通知し、情報の共有化を図るとともに、職務分掌規程及び職務権限規程により各部
の職掌、権限を明らかにしております。
内部通報制度については、内部通報制度規程により内部通報に係る調査への協力義務、内部通報実施者に
対する不利益取扱いの禁止などが規定されており、その運用状況は内部監査室がモニタリングしておりま
す。
リスクに対しては、リスク管理規程に基づき各部が所管業務に係るリスク管理状況報告書を作成し、ＲＣ

委員会で検証を行いました。なお、ＲＣ委員会は当事業年度において５回開催されております。
監査役は取締役会、経営会議及びＲＣ委員会に参加し、必要に応じて監査役の意見を述べるとともに、代
表取締役及び会計監査人と定期的に会合し、コンプライアンスや内部統制等について意見交換を行っており
ます。また、監査役補助使用人規程を設け、監査役を補助すべき使用人に関する事項及び取締役からの独立
性に関する事項を定めております。
子会社に対しては子会社管理規程に基づき子会社の経営に係る審議・決定及び報告が取締役会及び経営会
議で行われ、監査役及び内部監査室は定期的に子会社を訪問し必要な監査を実施いたしました。

　
7. 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は財務報告の信頼性を確保するための「財務報告の基本方針」を取締役会において決議しております。
その方針・原則は以下のとおりであります。
　財務報告の信頼性の確保は企業活動の根幹であるため、当社並びに当社の子会社及び関連会社は、財務報告
の重要な事項に虚偽記載が生じることがないよう、以下の基本方針に基づき、適正な財務情報を開示し、経営
の透明性を確保して堅実な企業経営を実施する。

1. 一般に公正妥当と認められる会計基準その他の関連法規に準拠し作成した財務報告を適時に開示する
ことにより、情報開示の透明性及び公平性を確保する。

2. 全ての役職員は、財務報告に係る内部統制の役割の重要性を強く認識し、自らの業務との関連におい
て、適切な内部統制の整備及び運用に努める。

3. 構築した内部統制の仕組みが有効に機能しているかどうかを確認するため、定期的かつ継続的に内部
統制の整備及び運用状況の評価を実施するとともに、不備がある場合は是正のために適切な対応を図
る。

4. 毎年「財務報告の基本方針」の内容を見直し、変更の有無に拘らず、当社の取締役会において「財務
報告の基本方針」について決議を行う。
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8. 株式会社の支配に関する基本方針
①会社の支配に関する基本方針の内容
　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特
定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確
保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規
模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。
　ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができ
ない可能性がある等、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グ
ループの価値を十分に反映しているとはいえないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必
要な情報が十分に提供されないものもありえます。
　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のため
に、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉等を行う必要があると考えています。
　
②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するた
めの取組み
当社は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支

配されることを防止するため、当社株式等の保有割合が20％以上となる当社株式等に対する大規模買付が行わ
れる場合（20％以上を所有する株主による当社株式等の買増行為も対象とする）に、大規模買付者に一定の合
理的なルール（以下「大規模買付ルール」という）に従っていただくこととし、これを遵守した場合及び遵守
しなかった場合につき一定の対応方針を定め、これらを取りまとめて当社株式等の大規模買付行為への対応策
（以下「本プラン」という）として定めています。
当社の定める「大規模買付ルール」は、大規模買付行為に先立ち、事前に大規模買付者が当社取締役会に対

して必要かつ十分な情報を提供し、当社取締役会による一定の評価期間が経過し、当社取締役会の評価内容・
意見を株主の皆様に開示した後に初めて、大規模買付者による大規模買付行為を開始することを認めるという
ものです。
大規模買付者が本プランに規定する手続きを遵守しない場合や、本プランに規定する手続きが遵守される場

合であっても、本プラン所定の事由により、当該大規模買付が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損な
うものであると認められかつ対抗措置の発動が相当と判断される場合には、当社取締役会は対抗措置の発動を
決議します。
大規模買付対抗措置としては、原則として当社株主に対する新株予約権の無償割当を決議します。会社法そ

の他の法令及び当社定款上で認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断した場合には、当該そ
の他の対抗措置を用います。
本プランの詳細につきましては、当社ホームページ（http://www.sakurajima-futo.co.jp/）に掲載してい

ますので、そちらをご覧ください。
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③上記の取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
本プランは、当社株式等に対する大規模買付等がなされた際に、当該大規模買付に応じるか否かを株主の皆

様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のた
めに大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、
向上させるという目的をもって導入されるものであり、基本方針に沿うものです。
また、本プランにおける本プランの手続きの内容ならびに大規模買付対抗措置の内容及び発動要件は、いず

れも具体的かつ明確に示されており、株主及び投資家の皆様ならびに大規模買付者にとって十分な予見可能性
を与えるものであると考えます。
さらに、本プランは、当社株主総会において承認可決されております。また、本プランは有効期間3年とし

ております。その有効期間満了前においても当社取締役会または株主総会において、本プランの変更または廃
止の決議がなされた場合には、本プランは当該決議に従い変更または廃止されることになります。
なお、当社は、定款において全取締役の任期を1年としており、取締役は、毎年6月の定時株主総会で選任さ

れる体制にあります。したがって、株主の皆様が望めば、取締役を交代させることにより本プランを廃止する
ことができ、株主の皆様の意思を反映することが可能です。
加えて、対抗措置の発動の手続きとしては、当社取締役会から独立した独立委員会の勧告を最大限尊重する

とともに、株主意思確認総会を招集して株主の皆様のご意思を確認することが適切であると判断される場合に
は、株主総会を招集して対抗措置の発動に関する議案を付議し、株主の皆様のご意思を確認することとしてお
ります。これらのことから、本プランは当社の企業価値・株主共同の利益を損なうものではなく、また当社役
員の地位の維持を目的としたものでもありません。
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。
また、比率は表示単位未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2018年３月31日現在）

　
資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） 千円 （負 債 の 部） 千円

流 動 資 産 2,094,258 流 動 負 債 858,751
現 金 及 び 預 金 1,148,436 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 245,828
売 掛 金 495,167 １年内返済予定の長期借入金 269,858
リ ー ス 投 資 資 産 266,746 リ ー ス 債 務 19,058
有 価 証 券 60,000 未 払 法 人 税 等 16,540
貯 蔵 品 31,940 賞 与 引 当 金 36,091
繰 延 税 金 資 産 29,735 そ の 他 271,374
そ の 他 67,511
貸 倒 引 当 金 △5,279

固 定 資 産 4,166,801 固 定 負 債 1,454,471
有 形 固 定 資 産 1,415,976 長 期 借 入 金 713,534
建 物 及 び 構 築 物 941,218 リ ー ス 債 務 136,725
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 254,180 繰 延 税 金 負 債 388,171
工 具、 器 具 及 び 備 品 65,212 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 65,382
リ ー ス 資 産 146,614 環 境 対 策 引 当 金 57,781
建 設 仮 勘 定 8,750 退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,664
無 形 固 定 資 産 297,913 資 産 除 去 債 務 21,279
借 地 権 288,937 そ の 他 67,933
の れ ん 1,899 負 債 合 計 2,313,222
そ の 他 7,076 （純 資 産 の 部）
投資その他の資産 2,452,911 株 主 資 本 3,140,143
投 資 有 価 証 券 1,942,020 資 本 金 770,000
退 職 給 付 に 係 る 資 産 102,658 資 本 剰 余 金 365,161
そ の 他 408,232 利 益 剰 余 金 2,060,082

自 己 株 式 △55,099
その他の包括利益累計額 807,694
その他有価証券評価差額金 807,694
純 資 産 合 計 3,947,837

資 産 合 計 6,261,060 負債及び純資産合計 6,261,060
　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
（ 2017

2018
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）　

科 目 金 額
千円 千円

売 上 高 4,284,202
売 上 原 価 3,793,206
売 上 総 利 益 490,996
販売費及び一般管理費 427,327
営 業 利 益 63,669
営 業 外 収 益
受 取 利 息 704
受 取 配 当 金 48,050
受 取 保 険 金 15,607
そ の 他 16,057 80,419

営 業 外 費 用
支 払 利 息 12,588
そ の 他 7,854 20,443

経 常 利 益 123,645
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 2,430
保 険 解 約 返 戻 金 5,731 8,162

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 7,006

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 124,801
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 15,316
法 人 税 等 調 整 額 △32,346 △17,030
当 期 純 利 益 141,831
親会社株主に帰属する当期純利益 141,831

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（ 2017

2018
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位 千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 770,000 365,161 1,933,266 △54,874 3,013,552

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △15,015 △15,015
親 会 社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 141,831 141,831

自 己 株 式 の 取 得 △224 △224
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― 126,815 △224 126,591

当 期 末 残 高 770,000 365,161 2,060,082 △55,099 3,140,143

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 735,224 735,224 3,748,776

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △15,015
親 会 社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 141,831

自 己 株 式 の 取 得 △224
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 72,469 72,469 72,469

当 期 変 動 額 合 計 72,469 72,469 199,061

当 期 末 残 高 807,694 807,694 3,947,837
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2018年３月31日現在）

　
資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） 千円 （負 債 の 部） 千円

流 動 資 産 2,028,688 流 動 負 債 831,523
現 金 及 び 預 金 1,112,120 買 掛 金 247,241
売 掛 金 473,333 １年内返済予定の長期借入金 269,858
リ ー ス 投 資 資 産 266,746 リ ー ス 債 務 19,058
有 価 証 券 60,000 未 払 金 25,296
貯 蔵 品 31,940 未 払 費 用 137,980
前 払 費 用 26,006 未 払 法 人 税 等 13,472
未 収 入 金 36,184 前 受 金 19,349
繰 延 税 金 資 産 27,156 預 り 金 10,277
そ の 他 479 賞 与 引 当 金 35,498
貸 倒 引 当 金 △5,279 そ の 他 53,491

固 定 資 産 4,197,758 固 定 負 債 1,442,814
有 形 固 定 資 産 1,396,738 長 期 借 入 金 713,534
建 物 649,580 リ ー ス 債 務 136,725
構 築 物 272,823 繰 延 税 金 負 債 387,218
機 械 及 び 装 置 251,934 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 65,382
船 舶 511 環 境 対 策 引 当 金 57,781
車 輛 運 搬 具 1,487 資 産 除 去 債 務 14,240
工 具、 器 具 及 び 備 品 65,035 そ の 他 67,933
リ ー ス 資 産 146,614 負 債 合 計 2,274,338
建 設 仮 勘 定 8,750 （純 資 産 の 部）
無 形 固 定 資 産 296,013 株 主 資 本 3,144,415
借 地 権 288,937 資 本 金 770,000
ソ フ ト ウ ェ ア 5,038 資 本 剰 余 金 365,161
そ の 他 2,038 資 本 準 備 金 365,161
投資その他の資産 2,505,006 利 益 剰 余 金 2,064,353
関 係 会 社 株 式 58,340 利 益 準 備 金 192,500
投 資 有 価 証 券 1,940,480 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,871,853
そ の 他 506,186 別 途 積 立 金 1,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 871,853
自 己 株 式 △55,099
評 価 ・ 換 算 差 額 等 807,694
その他有価証券評価差額金 807,694
純 資 産 合 計 3,952,109

資 産 合 計 6,226,447 負債及び純資産合計 6,226,447
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（ 2017

2018
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）　

科 目 金 額
千円 千円

売 上 高 4,095,880
売 上 原 価 3,647,548
売 上 総 利 益 448,331
販売費及び一般管理費 398,608
営 業 利 益 49,722
営 業 外 収 益
受 取 利 息 725
受 取 配 当 金 48,050
受 取 保 険 金 15,417
そ の 他 15,735 79,929

営 業 外 費 用
支 払 利 息 12,588
そ の 他 7,854 20,443

経 常 利 益 109,208
特 別 利 益
保 険 解 約 返 戻 金 5,731

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 7,006

税 引 前 当 期 純 利 益 107,933
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,248
法 人 税 等 調 整 額 △29,437 △17,188
当 期 純 利 益 125,122

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（ 2017

2018
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位 千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合 計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 770,000 365,161 365,161 192,500 1,000,000 761,747 1,954,247
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △15,015 △15,015
当 期 純 利 益 125,122 125,122
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― 110,106 110,106
当 期 末 残 高 770,000 365,161 365,161 192,500 1,000,000 871,853 2,064,353
　

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △ 54,874 3,034,533 735,224 735,224 3,769,757
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △15,015 △15,015
当 期 純 利 益 125,122 125,122
自 己 株 式 の 取 得 △224 △224 △224
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 72,469 72,469 72,469

当 期 変 動 額 合 計 △224 109,881 72,469 72,469 182,351
当 期 末 残 高 △55,099 3,144,415 807,694 807,694 3,952,109
　（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2018年５月15日

櫻島埠頭株式会社
取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 守 谷 義 広㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 竹 徹 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、櫻島埠頭株式会社の2017年４月１日から2018年
３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、櫻島埠頭株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2018年５月15日

櫻島埠頭株式会社
取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 守 谷 義 広㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 竹 徹 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、櫻島埠頭株式会社の2017年４月１日から
2018年３月31日までの第76期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、2017年４月１日から2018年３月31日までの第76期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査方針、監査計画等に従い、取締役、
内部監査担当部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役会決議の内容及び当該決議に基づく業務の適正を確保するための
体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。
③事業報告に記載されている当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方
針（会社法施行規則第118条第３号イ）及び各取組み（同号ロ）については、取締役会その他にお
ける審議の状況等を踏まえ、その内容について検討いたしました。
④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

事業報告書 2018年05月23日 15時27分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 34 ―

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。
④事業報告に記載されている当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方
針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている各取組みは、当該基
本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員
の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2018年５月21日

櫻島埠頭株式会社 監査役会
常勤監査役 葛　原 史 朗㊞
社外監査役 鹿 島 文 行㊞
社外監査役 遠 藤 眞 廣㊞

以 上
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梅田ランプ西

ホテル阪神

な
に
わ
筋

大阪中之島
合同庁舎

堂島川

ラグザ
大阪

毎日
新聞社

オオサカ・
ガーデン・
シティ ハービス

OSAKA

ザ・リッツ・
カールトン大阪

国道２
号線

ブリーゼ
ブリーゼ

Ｎ

株主総会会場ご案内略図
　

会場 大阪市福島区福島五丁目６番16号
ホテル阪神 10階 クリスタルルーム
電話（06）6344-1661（代表）

開催場所が昨年と異なりますので、お間違えのないようご来場ください。
　

　
交通 Ｊ Ｒ 大 阪 環 状 線……福島駅徒歩１分

Ｊ Ｒ 東 西 線……新福島駅徒歩３分
阪 神 電 鉄 本 線……福島駅徒歩３分

　

※ なお、当日は駐車場の準備はいたしておりませんので、あしからず
ご了承ください。
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